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研究成果の概要（和文）： 
日韓米三国の資料からなる『日韓国交正常化問題資料集』を刊行し、また新規公開資料を利

用した最初の本格的な実証研究を、法政大学出版局から『歴史としての日韓国交正常化』上・
下、2 分冊として、日本学術振興会の出版助成により刊行することが確定した。さらに、研究
成果の社会的還元のため、「日韓国交正常化の現代的意味」と題した公開シンポジウムを、東京
大学において朝日新聞・東亜日報の後援を得て開催した。また、2008 年日本国際政治学会年次
大会日韓合同部会の正式企画を担当・運営し、新たな問題提起と専門研究者との討論を行った。
国外の国際学会であるアメリカアジア学会（AAS）では韓国の研究協力者と合同しパネルを組
織し、日韓米三国の研究者による討論の場を作って報告した。 
 
研究成果の概要（英文）： 

I have published a series of documents related with the normalization between Japan 
and Korea from the publishing company of GendaiShiryo Shuppan. This series will be 
continued even after the project ended, following the schedule of the publishing company. 
Also two of the project members and I edited two volumes of the monograph, entitled ‘The 
normalization between Japan and Korea as a history,’ to be soon published by Hosei 
University Press with assistance of the Japan Society for the Promotion of Science. Then, 
in January 2010, I organized a public symposium entitled "Modern Historical Meanings of 
the Normalization between Japan and Korea," with generous assistance of the Asahi and 
Toa Ilbo newspaper companies. Its aim was to propagate the accomplishments of our 
project in the context of contemporary public concerns, including the process of 
normalization between North Korea and Japan in 2010.  Finally, I organized two panels at 
the annual conventions of academic associations: Japan International Studies' Association 
in Tsukuba in 2008 and Association for Asian Studies in Chicago in 2009 (together with 
Korean project members), with an aim to receive feedback from other scholars in the 
related academic fields. 
 
交付決定額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
２００６年度 11,300,000 3,390,000 14,690,000 

２００７年度 10,300,000 3,090,000 13,390,000 

２００８年度 6,800,000 2,040,000 8,840,000 

２００９年度 6,400,000 1,920,000 8,320,000 

総 計 34,800,000 10,440,000 45,240,000 

研究分野：      社会科学 
科研費の分科・細目： 政治学・国際関係論 
キーワード：     外交史・国際関係史 
 
１．研究開始当初の背景 

（１）2005 年（平成 17 年）は日韓国交正
常化 40 周年の年であった。ソウルと東京で



は主要な学者、政治家、外交官が参加した記
念シンポジウムが日本政治学会と日本国際
政治学会によって開催され、40 年の戦後日韓
関係を点検し「過去の歴史にとらわれた日韓
関係を未来志向の新たな関係へと発展させ」
る必要が一致した見解となった。折しも、同
じ年、日韓交渉に関する韓国政府外交文書の
公開請求裁判が提起され、機密扱いにされて
いた韓国政府外交文書が公開された。韓国か
らの公開史料を利用し、実証研究によって現
在の日韓関係の問題点を見直そうという機
運が、若手研究者を中心に盛り上がった。さ
らに 2008 年初頭から日本側でも同種の文書
の公開が始まった。 

第二の背景は、こうした問題意識を支えた
若手研究者同士の人的ネットワークである。
1980 年代の留学生十万人計画に従って韓国
から訪れた留学生と、その時代に大学院生で
あった日本の若手研究者双方のネットワー
クが、研究会の基盤となった。前述の各種シ
ンポジウムで提起された問題意識を受け継
ぎ、それを一歩も二歩も飛躍的に前進させよ
うとする意欲に満ちた関係が存在していた。 

第三に、帝国史研究の興隆があり、そうし
た視点から、戦後史に対する新しい見方の必
要性が指摘されつつあった。従来までの戦後
史・冷戦史と、帝国史的問題関心としての引
揚や在外財産問題を、法的論理を軸に対話さ
せる必要が提起されていた。冷戦構造の論理
と、脱植民地化の論理のもつれをひも解く作
業として、方法論自体を模索しながら、新公
開資料を実証的に読み込むことになった。 
 
２．研究の目的 
 本プロジェクトの目的は、日韓の若手研究
者の連携と協力の国際的ネットワークによ
り、新公開資料を実証的に研究しつつ、日韓
関係史研究の新たなパラダイムの構築を目
指し、日本語に翻訳した資料集を刊行すると
同時に、それを利用した研究成果を生み出す
ことであった。新公開資料とは、2005 年度
に韓国政府が公開した日韓基本条約（1965
年）締結に関する 5万枚の外交文書、および、
第 3 年目になって日本の外務省が公開した 6
万枚の日韓会談関係資料である。現実の公開
状況に対応しつつ、具体的には以下の三つの
目的を追求した。 
（１）戦後日韓関係の起源と展開に関する重
要資料を選別し資料集を刊行し、今後の基礎
的な研究インフラを社会に提供すること。 
（２）日韓両政府公開資料とアメリカで収集
した外交資料とを、さまざまな角度から吟味
し比較検証することにより、現実の政治的諸
関心から誇張され宣伝されてきた断片的「事
実」を超越するに十分な実証的研究を行い、
戦後日韓関係の展開に関する研究成果を、論
文集として刊行すること。 

（３）学会報告や公開シンポジウム等によっ
て、一般の研究者と議論しつつ社会一般への
問題提起を行い、通俗的な歴史イメージを打
破するような質の高い学術研究の成果を還
元すること。 
 
３．研究の方法 

一般的な手法としては、外交交渉の水面下
に存在した日韓双方の国内社会の再編問題
と外交交渉を結びつけ、国内と国際を跨いだ
分析枠組みを作ること、および、経済社会的
次元における地域的結合のあり方と過去の
記憶をめぐって外交交渉が展開されたこと
を意識して資料実証的分析を行うこと、二点
を心がけた。具体的方法は以下であった。 
関連歴史資料所蔵機関の調査。2006 年の研

究開始直後、日本側の有志で韓国における資
料公開状況を実施に視察した。ソウル市所在
の外交史料館、国史編纂委員会、太田市の国
家記録院を訪問し関係資料を調査した。また、
日本外務省に対して、情報公開法に基づく日
韓会談外交文書の公開請求も行った。さらに、
米国の国立公文書館でも国務省文書を中心
に関係資料の調査・複写を行った。 
通常の活動として、日本の国内で毎年、研

究会を一年に四回から五回程度開催した。各
自の研究テーマを絞り込みつつ情報を交換
し、相互に啓発する機会を得た。各自のテー
マが他のテーマとどのような関係を持って
いるのかという相互関係と役割分担を詰め、
成果刊行に向けた調整を行った。 
韓国の協力者である韓国国民大学の研究

チームと合同で、韓日若手研究者によるシン
ポジウムを韓国において二度開催した。共通
の資料を土台としながら、双方の異なる戦後
史イメージそのものを検討した。日韓条約が
北東アジア地域形成の起源たり得るのか否
かなど、豊富な視点を発掘することができた。
若手研究者間の対話の成果として、シンポジ
ウム報告冊子が韓国で刊行された。さらに、
ソウルの東亜日報社ビルを借り切り、韓国外
交史学会開催の日韓基本条約再検討シンポ
ジウムに、日本側協力者として全面参加した。 
 国際的学会発表を自ら主体的に組織して
行い、日本国際政治学会とアメリカのアジア
学会（AAS）において、問題意識を同じくす
る韓国と米国の研究者を招へいし、それぞれ、
部会とパネルを組織した。研究成果の中間報
告を兼ねたレビューの場とした（詳しくは、
研究成果を参照）。 
研究成果を一般に還元するための場とし

て、日韓の若手研究者による公開シンポジウ
ムも企画し、併せてクローズドの相互対話に
よって最終成果物の内容を洗練させた。 
 
４．研究成果 
（１）日韓米三国の資料を集めた資料集を、



現代資料出版から刊行し、今後も刊行を続け
る予定である。これは、賠償政策全般とも関
連しており、ヨーロッパや東南アジアを専攻
する研究者にも利用され得る資料集となっ
たと自負している。  

資料集の刊行は、一種の研究インフラの整
備であった。韓国側資料の日本語翻訳作業を
韓国人研究協力者の全面的な協力を得て推
進し、他の編者・協力者の校閲をも仰ぎつつ
日本外務省文書と簡単に対照することがで
きるようにした。日韓の両文書ともに判読困
難な手書き部分を活字化し、交渉の複雑な内
容を迅速に読み取り、他地域の研究者にも利
用が可能なように配慮した。さらに、アメリ
カで収集した国務省や大使館関係文書とも
対照可能にして、日韓米三国の政策決定の内
幕や相互連関を、資料実証的に研究できるよ
うにした。 

（２）公開資料を活用した最初の成果とし
て、日本学術振興会からの出版助成を得て、
浅野豊美・李鍾元・木宮正史の共編の論文集
が刊行されることが決定した。請求権問題、
基本関係、漁業・領土問題、文化財問題、在
日韓国・朝鮮人問題などに代表される、今日
にも続く代表的なイッシューに即した成果、
他方で冷戦戦略や国内外の政治過程に焦点を
当てた成果、その二つを法政大学出版局から
『歴史としての日韓国交正常化』上下として
2010年度中に刊行する。それには、仲介役と
してのアメリカの冷戦政策と日韓交渉への関
与、社会党の対韓政策、自民党の親韓派の活
動、経済協力方式の由来、請求権問題の展開
等の問題についての論文も収められている。
内政に規定される傾向の強い脱植民地化の論
理と、外交上の冷戦論理との相関を軸に、各
自の研究テーマが位置づけられている。 
（３）成果のレビューを受けるべく、2つ
の国際会議のパネルで報告した。2008年
秋の国際政治学会年次大会においては「
新公開外交文書による日韓国交正常化過
程の再検討」パネルを日韓合同部会とし
て開催した。韓国側から招待された研究
協力者により韓国政府外交文書の概要、
公開決定過程、文書公開後の請求権をめ
ぐる市民運動の動向が報告された。日本
側からは、サンフランシスコ講和条約に
おいて、連合国からの賠償請求権と枢軸
国が保有した在外財産とが相殺されると
いう枠組みが作られ、日韓双方が有利に
それを適用しようとしたこと、および、
朴政権初期の日韓交渉に対するアメリカ
の圧力の限界と日韓米三国の相互作用が
提起された。討論者として、ドイツの戦
後処理問題に詳しい研究者が日独比較の
観点から、戦後補償問題における国内補
償の重要性を指摘した。次に、米国シカ
ゴで開催されたアメリカアジア学会にお

ける日韓米合同のパネルでは、代表者と
韓国側の協力者が発表者となり、司会は
ジョージタウン大学の米国人研究者が務
めた。会場には日韓関係に関心を有する
多くの米国研究者が詰め掛けた。  
（４）研究成果の社会的還元のため、2010年
1月に東京大学にて「日韓国交正常化の現代的
意味―外交史料のもたらした新知見―」と題
する公開シンポジウムを、朝日新聞社と韓国
の東亜日報社の後援を得て、韓国側からの研
究協力者を多数招待して開催した。和田春樹
氏（東京大学名誉教授）や遠藤哲也氏（元日
朝国交正常化交渉日本政府代表特命全権大使
）から参加を賜り、日韓国交正常化交渉の現
代的な意味を、現代の日朝交渉の展開や東ア
ジア共同体への可能性というテーマと合わせ
て討論した。 
そうした議論をもとにすることで、単なる

論文集の刊行ではなく、双方の対話をもとと
した論文集を、社会的脱植民地化プロセスと
しての日韓交渉という側面、および、冷戦下
の相互の国内政治過程としての日韓交渉とい
う二つの側面を意識しつつ、前述の法政大学
出版局から刊行できたと考える。韓国語によ
るほぼ同じ内容の書籍は、韓国国民大学から
2010年3月にすでに刊行され、代表者・分担者
の多くがその韓国側の企画に参加した。 
（５）交渉過程の実証研究から明らかになっ
た一例として、請求権問題の起源があげられ
る。これは、最初の研究計画の帝国史と冷戦
史の対話に相当する部分である。 
南朝鮮地域から日本に引揚げてきた旧在

朝日本人の在外私有財産を「敵産」として米
軍政と韓国政府が接収したことに対して、戦
後日本が「逆請求権」と韓国側が呼称した売
得代金の請求を行ったことはよく知られて
いる。しかし、その背後には、植民地社会に
おける財産の法的な性格をどう見るかとい
う問題と、サンフランシスコ講和条約の枠組
みをめぐる解釈の対立とが複雑に絡まった
問題があった。 
いわゆる戦争被害補償を意味する、人的損

害、物的損害それ自身は、韓国側が見積もっ
た請求権の対象としては、早い時期から削除
されてしまっていた。それは、日本と連合国
との講和条約中で、在外資産への請求と戦争
賠償の請求を、お互いに相殺する枠組みが作
られたことに由来していた。 
そうした相殺を意識しながら、日本側は韓

国に残された在外日本人私有財産の請求を
行う一方、韓国側も戦後日本社会内部に存在
していた朝鮮に帰属べき（と主張された）財
産（朝鮮銀行等の東京資産等）や、韓国側が
有する債権（朝鮮に本社を置く会社株式の株
式、同会社の在日支店資産、朝鮮総督府特別
会計から日本政府に繰り入れられた歳費、朝
鮮人によって積み立てられた郵便貯金、戦災



保険金の返還等々）を日本政府に請求してい
た。つまり、日本側が主張した在韓日本人私
有財産と合わせれば、日韓両政府の間の交渉
に提出された各「請求権」の正体とは、かつ
ての植民地時代に帝国法制に依拠して存在
していた物的権利と、帝国内部の特別会計や
郵便貯金制度などの制度的清算に伴い発生
した債権であった。 

帝国の分割と脱植民地化の中で、帝国法制
上の諸権利は、あたかも「宙に浮」いた状態
となり、その国際法と国内法制上での法的位
置づけを巡って議論は展開したのである。そ
して議論の参照枠組みとなったのは、講和条
約における賠償と財産、そして、日本と韓国
国内での戦争被害補償に関する国内法であ
った（国籍が大きな焦点ともなる）。 

また、国交正常化によって日韓の間でヒト
の交流が再開されていくと、かつて植民地時
代に作られた人間関係が経済協力の実行の
上に大きな影響を及ぼしていることも明ら
かにされた。漁業においても、帝国解体後に
GHQ の天然資源局が、海洋資源の有効利用と
日本人が独占する漁業技術の韓国への技術
移転という両方の課題に配慮した政策を展
開しており、日韓交渉はそれを受け継いだも
のであること、帝国時代の漁業枠組を国家間
関係のそれへといかに転換させるかという
問題が意識されていたことが判明している。 
 
５．主な発表論文等 
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